
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
近畿地方年金記録訂正審議会 

令和２年 12 月 17 日決裁分 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの     ９件 

        国 民 年 金 関 係        ０件 

        厚生年金保険関係       ９件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの          ３件 

        国 民 年 金 関 係       １件 

        厚生年金保険関係       ２件 

    （３）年金記録の訂正請求を却下としたもの       ０件 

        国 民 年 金 関 係       ０件 

        厚生年金保険関係       ０件 

 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000120 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 2000031 号 

 

第１ 結論 

昭和 61 年４月から昭和 63 年３月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期

間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

   住    所 ：  

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 61 年４月から昭和 63年３月まで 

   請求期間当時は学生だったので、母親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付してくれていた。 

   請求期間の国民年金保険料が未加入により未納となっていることが納得できないので、調

査の上、当該期間の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間当時は学生だったので、請求者の母親が国民年金の加入手続を行い、国

民年金保険料を納付してくれていた旨主張している。 

しかしながら、請求期間の国民年金保険料を納付するためには、国民年金に任意加入し、国

民年金手帳記号番号（以下「記号番号」という。）が払い出されている必要があるが、ⅰ）オン

ライン記録において、請求者は国民年金に未加入であること、ⅱ）オンライン記録等の氏名検

索において、請求者に対する記号番号の払い出しは確認できないこと、ⅲ）Ａ県Ｂ市も請求者

の国民年金の加入記録は確認できない旨回答していること等から判断すると、請求者は、請求

期間において国民年金に未加入であり、制度上、請求者の母親は、当該期間に係る国民年金保

険料を納付することができない。 

このほか、請求者の母親が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）はなく、当該期間について、ほかに請求者の国民年金保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間に係る国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000282 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000111 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び

喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 13年５月１日から平成 14年９月 20日まで 

Ａ事業所において、請求期間に看護師として勤務したが、同事業所における厚生年金保険

の被保険者記録がない。 

    しかし、Ａ事業所では、給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、請求期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の記録、Ｂ国民健康保険組合の加入記録及びＡ事業所の回答から判断すると、請求

者が請求期間のうち、平成 13 年５月１日から平成 14 年８月 31 日までの期間について、同事

業所に勤務していたことがうかがえる一方で、Ｃ市は、請求者の国民健康保険の資格取得につ

いて、平成 14 年９月１日に国民健康保険組合離脱により加入した旨回答している上、Ａ事業

所は、「請求期間当時の資料が残っていないため、請求者の退職日は不明である。」と回答して

おり、請求期間のうち、平成 14 年９月１日以降の期間について、請求者がＡ事業所に勤務し

ていたことは確認できない。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、被保険者

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、請求者が請求期間において、厚生年金保険被保険者

として負担すべき厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

場合とされているところ、オンライン記録によると、Ａ事業所は請求期間当時、厚生年金保険

の適用事業所ではない上、同事業所は、「事業所の厚生年金加入は、平成 19 年９月であり、請

求期間に事業所に勤務する全ての従業員が厚生年金保険に加入していなかった。また、給与か

らＢ国民健康保険組合の保険料を控除していたが、厚生年金保険料は控除していなかった。」

と回答している。 

さらに、請求者から提出された給与所得の源泉徴収票に記載された社会保険料等の金額の合

計額は、給与から控除されたと推認される前述の国民健康保険組合に係る保険料の合計額と同

程度であることから、当該国民健康保険組合に係る保険料に加え、請求期間に係る厚生年金保

険料を給与から控除されていた事情はうかがえない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について、確認又は推認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が、厚生年

金保険被保険者として、請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



        

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000351 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000112 号 

 

第１ 結論 

 請求者のＡ社における平成 30 年６月 29 日の標準賞与額については、52 万円を 63 万円に訂

正することが必要である。 

 平成 30年６月 29 日の訂正後の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞

与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 30 年６月 29 日の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 62 年生 

  住    所 ：  

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 30年６月 29日 

    Ａ社から支給された請求期間に係る標準賞与額の記録が、実際に支給された賞与額と異な

っていることが分かった。 

調査の上、請求期間に係る標準賞与額の記録を実際に支給された賞与額に見合う額に訂正

してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ社の回答、同社から提出された請求者に係る 30 年度所得税源泉徴収簿兼賃金台帳及び賞

与の明細並びに金融機関から提出された預金取引明細表により、請求者が請求期間において、

オンライン記録の標準賞与額（52 万円）を超える賞与額（63 万円）の支払を受け、当該賞与額

に見合う標準賞与額に基づく厚生年金保険料（５万 7,645 円）を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、請求期間について、請求者の訂正後の賞与額（63万円）に係る厚生年金

保険被保険者賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の令和２年８

月 18 日に年金事務所に対し提出し、厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を除く。）については納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求

者の請求期間に係る訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



              

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000199 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000113 号 
 

第１ 結論 

１ 請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成元

年 10 月１日から同年９月 21 日に訂正し、同年９月の標準報酬月額を 22 万円とすることが

必要である。 

平成元年９月 21日から同年 10 月１日までの期間については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の

規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成元年９月21日から同年10月１日までの期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ 請求者のＡ社における平成元年９月21日から同年10月１日までの期間の標準報酬月額を

24 万円に訂正することが必要である。 

平成元年９月の訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

より、保険給付の計算の基礎とならない標準報酬月額（上記 1の厚生年金特例法により訂正

される標準報酬月額を除く。）として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成元年９月 21 日から同年 10月１日まで 

      社命により異動年月日は不明であるが、Ｃ社から関連会社であるＡ社に異動し、異動の前

後を継続して勤務していたにもかかわらず、請求期間の厚生年金保険の記録がない。 

    調査の上、請求期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 雇用保険の記録、Ｂ社の回答及び請求者から提出されたＡ社に係る給料支払明細書から判

断すると、請求者は請求期間において、同社に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社へ転籍）、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  なお、異動日については、Ｂ社の回答から平成元年９月 21 日とすることが妥当である。 

また、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求期間の

標準報酬月額については、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、請求期間の標準報酬月額については、前述の給料支払明細書により確認でき

る厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ｂ社は、請求者の請求期間に係る届出及び厚生年金保険料の納付については不

明と回答しており、このほかに、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



              

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおり

の厚生年金保険被保険者資格の取得年月日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 

２ 請求期間の標準報酬月額について、前述の給料支払明細書及び日本年金機構の回答により、

当該期間の標準報酬月額の改定又は決定の基礎となる期間の報酬月額に見合う標準報酬月

額は、上記１の厚生年金特例法により訂正される標準報酬月額よりも高い額であることが認

められる。 

したがって、請求期間の標準報酬月額については、前述の給料支払明細書により確認でき

る報酬月額等から、24万円とすることが妥当である。 

ただし、平成元年９月の訂正後の標準報酬月額（上記１の厚生年金特例法により訂正され

る標準報酬月額を除く。）については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給

付の計算の基礎とならない標準報酬月額として記録することが必要である。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000007 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000114 号 

 

第１ 結論 

１ 請求者のＡ社における標準賞与額を平成 22年 12 月 31 日は 10 万円、平成 25 年７月 10日

は 24 万円並びに同年 12 月 10 日及び平成 26 年 12 月 12 日は 22 万円に訂正することが必要

である。 

    平成 22年 12 月 31 日、平成 25年７月 10 日、同年 12 月 10 日及び平成 26年 12 月 12 日の

標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎とな

る標準賞与額として記録することが必要である。 

    事業主は、請求者に係る平成 22 年 12 月 31 日、平成 25 年７月 10 日、同年 12 月 10 日及

び平成 26 年 12 月 12 日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

２ 請求者のＡ社における標準賞与額を平成 23 年７月８日は 18 万円及び同年 12 月 31 日は

20 万円に訂正することが必要である。 

    平成 23 年７月８日及び同年 12 月 31 日の標準賞与額については、厚生年金特例法第１条

第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要で

ある。 

    事業主が請求者に係る平成 23 年７月８日及び同年 12 月 31 日の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  ３ 請求者のＡ社における標準賞与額について、平成 24年７月 13 日は 15 万 2,000 円を 20万

円、同年 12月 14 日は 16 万 4,000 円を 22 万円及び平成 27 年 12 月 10 日は 17 万 8,000 円を

24 万円に訂正することが必要である。 

    また、平成 26年７月 10日の賞与について、支払年月日を同月４日に訂正し、標準賞与額

は 19 万円を 24万円に訂正することが必要である。 

平成 24 年７月 13 日、同年 12 月 14 日、平成 26年７月４日及び平成 27年 12 月 10 日の標

準賞与額については、厚生年金特例法第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎と

なる標準賞与額として記録することが必要である。 

    事業主は、請求者に係る平成 24 年７月 13 日、同年 12 月 14 日、平成 26 年７月４日及び

平成 27 年 12 月 10 日の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 22 年 12 月 

② 平成 23 年７月 

            ③ 平成 23 年 12 月 

④ 平成 24 年７月 13日 

⑤ 平成 24 月 12 月 14 日 



 

 

⑥ 平成 25 年７月 

⑦ 平成 25 年 12 月 

⑧ 平成 26 年７月４日 

⑨ 平成 26 年 12 月 

⑩ 平成 27 年 12 月 10 日 

Ａ社に勤務した期間のうち、請求期間①、②、③、⑥、⑦及び⑨において、同社から賞与

が支給され、当該賞与から厚生年金保険料を控除されていたので、当該各期間について、調

査の上、年金記録を訂正してほしい。 

また、請求期間④、⑤、⑧及び⑩においては、Ａ社から支給された賞与に係る標準賞与額

が、実際に支給された賞与額よりも低く記録されているので、当該各期間について、調査の

上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①、⑥、⑦及び⑨について、Ｂ会（以下「Ｃ」という。）から提出されたＡ社にお

ける請求者に係る給与所得に対する所得税源泉徴収簿（以下「源泉徴収簿」という。）、同僚

から提出された賞与に係る給料支払明細書（以下「明細書」という。）、Ｄ市から提出された

請求者に係る市民税・県民税回答書（以下「回答書」という。）及び給与所得の源泉徴収票

（以下「源泉徴収票」という。）、同社から提出された賞与月別従業員一覧表及び支給月別一

覧表並びに同社の事業主の回答及び陳述から判断すると、請求者が当該各期間において、同

社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

    また、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、請求期間①、⑥、⑦及び⑨

に係る標準賞与額については、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

したがって、請求者の請求期間①、⑥、⑦及び⑨に係る標準賞与額については、前述の源

泉徴収簿等により確認又は推認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、請求期間①は

10 万円、請求期間⑥は 24 万円並びに請求期間⑦及び⑨は 22 万円とすることが妥当である。 

また、請求期間①、⑥、⑦及び⑨に係る賞与支払年月日については、Ａ社の事業主の回答

及び陳述、同僚から提出された明細書、同社における厚生年金保険被保険者賞与支払届並び

にオンライン記録により、請求期間①は平成 22年 12 月 31 日、請求期間⑥は平成 25 年７月

10 日、請求期間⑦は同年 12 月 10 日及び請求期間⑨は平成 26 年 12 月 12 日とすることが妥

当である。    

    なお、事業主が請求者の請求期間①、⑥、⑦及び⑨に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答している一方で、当該保険料を徴収する

権利が時効により消滅した後の令和２年３月３日に請求者の厚生年金保険被保険者賞与支

払届を年金事務所に提出していることから、年金事務所は、請求者の当該各期間に係る標準

賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 請求期間②及び③について、Ｃから提出されたＡ社における請求者に係る源泉徴収簿、同

僚から提出された明細書、Ｄ市から提出された請求者に係る回答書及び源泉徴収票、同社か

ら提出された給料等・賞与等月別一覧表並びに同社の事業主の回答及び陳述から判断すると、

請求者が当該各期間において、同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

    また、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給



 

 

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、請求期間②及び③に係る標

準賞与額については、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間②及び③に係る標準賞与額については、前述の源泉徴収簿

等により確認又は推認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、請求期間②は 18 万円

及び請求期間③は 20 万円とすることが妥当である。 

また、請求期間②及び③に係る賞与支払年月日については、Ａ社の事業主の回答及び陳述、

同僚から提出された明細書並びに同僚のオンライン記録により、請求期間②は平成 23 年７

月８日及び請求期間③は同年 12月 31 日とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者の請求期間②及び③に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明と回答しており、このほかに、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおり

の厚生年金保険被保険者の賞与額に係る届出を年金事務所に対して行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  ３ 請求期間④、⑤、⑧及び⑩について、Ｃから提出されたＡ社における請求者に係る源泉徴

収簿、同僚から提出された明細書、Ｄ市から提出された回答書及び源泉徴収票、同社から提

出された支給月別一覧表並びに同社の事業主の回答及び陳述から判断すると、請求者が当該

各期間において、オンライン記録の標準賞与額を超える賞与額の支払を受け、当該標準賞与

額に基づく厚生年金保険料額を超える厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び請求者の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、請求期間④、⑤、⑧及び⑩

に係る標準賞与額については、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

したがって、請求者の請求期間④、⑤、⑧及び⑩に係る標準賞与額については、前述の源

泉徴収簿等により確認又は推認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、請求期間④は

20 万円、請求期間⑤は 22 万円並びに請求期間⑧及び⑩は 24 万円とすることが妥当である。 

また、請求期間⑧に係る賞与支払年月日については、オンライン記録において、当該期間

と同月の平成 26 年７月 10 日を賞与支払年月日とする厚生年金保険法第 75 条本文該当の記

録が確認できるが、Ａ社の事業主の回答及び陳述並びに同僚から提出された明細書の日付に

より、当該期間は同月４日とすることが妥当である。    

なお、事業主が請求者の請求期間④、⑤、⑧及び⑩に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答している一方で、請求者の当該各期間に

係る厚生年金保険被保険者賞与支払届（訂正分）を、当該保険料を徴収する権利が時効によ

り消滅した後の令和２年３月３日に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、請

求者の当該各期間に係る訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000235 号 

厚生局事案番号 ：  近畿（厚）第 2000115 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 54年６月 30日から同年７月１日まで 

Ａ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日が、昭和 54年６月 30 日と記録されてい

るが、月末まで在籍しており資格喪失日は同年７月１日となるはずなので、調査の上、年金

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の記録によると、請求者のＡ社における離職年月日（退職日）は昭和 54 年６月 29

日であり、厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日（退職日の翌日）と符合している上、同社

における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日が請求者と同日である同質性の高い同僚の

雇用保険の記録においても、離職年月日は昭和 54 年６月 29 日であり、厚生年金保険被保険者

資格の喪失年月日と符合している。 

また、Ａ社の元事業主は、請求者の請求期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除につ

いて、資料は保管しておらず、覚えていないものの、退職者に係る社会保険の手続については、

その都度、Ｂ社に委託していたことから、請求者の厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日に

違いはないと思う旨回答及び陳述している上、Ｂ社は、Ａ社に係る資料は保管していないため、

請求者の請求期間に係る勤務実態等について、確認することはできない旨陳述している。 

さらに、オンライン記録において、請求期間にＡ社における厚生年金保険被保険者記録があ

る者に照会したところ、回答のあった者のうち３人が請求者を記憶しているとしているものの、

いずれも請求者が請求期間である昭和54年６月30日まで勤務していたか否かについては不明

である旨回答しており、これらの者から、請求者の請求期間に係る勤務実態等を確認すること

ができない。 

加えて、請求者は、請求期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認できる給与明

細書等を保管しておらず、このほかに、請求者の請求期間における勤務実態等について、確認

又は推認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が、請求期

間において、厚生年金保険被保険者としてＡ社に勤務又は在籍していたこと及び当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000143 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000116 号 

 

第１ 結論 

１ 請求者のＡ社における請求期間①のうち、昭和 49 年７月１日から昭和 50 年４月１日まで

の期間の標準報酬月額を別表の１のとおり訂正することが必要である。 

昭和 49 年７月から昭和 50 年３月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが

必要である。 

事業主は、請求者に係る昭和 49 年７月から昭和 50 年３月までの訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ 請求者のＡ社における請求期間①のうち、昭和 49 年 10 月１日から昭和 50 年４月 1 日ま

での期間、同年 10 月１日から昭和 51 年 10 月１日までの期間及び昭和 53 年 10 月１日から

昭和 54 年２月１日までの期間の標準報酬月額を別表の２のとおり訂正することが必要であ

る。 

  昭和 49 年 10 月から昭和 50 年３月までの期間、同年 10 月から昭和 51 年９月までの期間

及び昭和 53 年 10 月から昭和 54 年１月までの期間の訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準

報酬月額及び上記１の厚生年金特例法による訂正後の標準報酬月額を除く。）については、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準報酬月額

として記録することが必要である。 

３ 請求者のＢ社における昭和 55 年４月１日から同年７月１日まで期間の標準報酬月額を別

表の３のとおり訂正することが必要である。 

  昭和 55 年４月から同年６月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金特例法第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが

必要である。 

  事業主は、請求者に係る昭和 55 年４月から同年６月までの訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

４ その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： ① 昭和 43 年７月１日から昭和 54 年２月１日まで 

            ② 昭和 55 年４月１日から同年７月１日まで 

  Ａ社に勤務した期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が実際に支給された給与額よ

りも低い額となっていると思うので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

  Ｂ社に勤務した期間のうち、一部の期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額が実際に支給

された給与額よりも低い額となっていると思うので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 



第３ 判断の理由 

  １ 請求期間①のうち、昭和 49 年７月１日から昭和 50 年４月１日までの期間について、請求

者から提出された給与明細書により、請求者が当該期間においてオンライン記録の標準報酬

月額を超える報酬月額の支払を受け、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を超える

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求期間①

のうち、昭和 49 年７月から昭和 50 年３月までの期間に係る標準報酬月額については、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、請求期間①のうち、昭和 49 年７月から昭和 50 年３月までの期間に係る標準

報酬月額については、前述の給与明細書により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除

額から、別表の１のとおり訂正することが妥当である。 

    なお、事業主が請求者に係る昭和 49 年７月から昭和 50年３月までの期間の訂正後の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、Ａ社は昭和

61 年 12 月 26 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、平成 11 年７月８日に清

算結了している上、請求期間①当時の事業主は既に亡くなっていることから請求者に係る届

出及び保険料納付について照会を行うことができず、これを確認できる関連資料及び周辺事

情はないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおり

の厚生年金保険被保険者の報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情がないことから、行ったとは認め

られない。 

  ２ 請求期間①のうち、昭和 43 年７月１日から昭和 48 年１月１日までの期間について、請求

者は昭和 43 年７月分から昭和 47 年 12 月分までの給与明細書を所持しておらず、当該期間

の各月に係る給与支給額及び厚生年金保険料控除額を確認又は推認することができない。 

 また、請求期間①のうち、昭和 48 年１月１日から昭和 49 年７月１日までの期間及び昭和 

50 年４月１日から昭和 54 年２月１日までの期間について、請求者から提出された給与明細

書又は源泉徴収票により確認又は推認できる報酬月額及び厚生年金保険料額のそれぞれに

見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額又は低

い額であることから、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、同法による

記録の訂正を認めることはできない。 

このほか、請求期間①のうち、昭和 43 年７月１日から昭和 49 年７月１日までの期間及び

昭和50年４月１日から昭和54年２月１日までの期間に係る請求者の報酬月額及び厚生年金

保険料控除額について、確認又は推認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求期間①のう

ち、昭和 43 年７月１日から昭和 49 年７月１日までの期間及び昭和 50 年４月１日から昭和 

54 年２月１日までの期間について、請求者の主張する標準報酬月額に見合う報酬が支払われ、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

  一方、請求期間①のうち、昭和 49 年 10 月１日から昭和 50 年４月１日までの期間、同年

10 月１日から昭和 51 年 10 月１日までの期間及び昭和 53 年 10 月１日から昭和 54 年２月１

日までの期間については、請求者から提出された給与明細書により、当該各期間の標準報酬

月額の改定又は決定の基礎となる期間の報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録

の標準報酬月額よりも高い額であることが認められる。 

  したがって、請求期間①うち、昭和 49 年 10 月から昭和 50 年３月までの期間、同年 10 月



から昭和 51年９月までの期間及び昭和 53年 10月から昭和 54年１月までの期間に係る標準

報酬月額については、前述の給与明細書により確認できる報酬月額から、別表の２のとおり

訂正することが妥当である。 

３ 請求期間②について、請求者から提出された給与支払明細書及び給料支払明細書により、

請求者が当該期間においてオンライン記録の標準報酬月額を超える報酬月額の支払を受け、

当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を超える厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

  また、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求期間②

に係る標準報酬月額については、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

    したがって、請求期間②に係る標準報酬月額については、前述の給与支払明細書等により

確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、別表の３のとおり訂正することが妥当

である。 

    なお、事業主が請求者に係る昭和 55 年４月から同年６月までの期間の訂正後の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は請求期

間②について、請求内容どおりの厚生年金保険被保険者の報酬月額に係る届出を社会保険事

務所に対し行ったか否か、また、請求内容どおりの標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付したか否かは不明と回答しており、このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情

はないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおり

の厚生年金保険被保険者の報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情がないことから、行ったとは認められな

い。 



 

 

別 表 
厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000143 号 

厚生局事案番号 ：  近畿（厚）第 2000116 号 

 

 

１【厚生年金特例法による訂正】 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

昭和 49 年７月から同年９月まで 14 万 2,000 円 11 万 8,000 円 

昭和 49年 10 月から昭和 50 年３月まで 14 万 2,000 円 12 万 6,000 円 

 

 

２【厚生年金保険法（第 75 条本文）による訂正】 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬額 訂正前の標準報酬額 

昭和 49年 10 月から昭和 50 年３月まで 15 万円 12 万 6,000 円 

昭和 50年 10 月から昭和 51 年３月まで 18 万円 16 万円 

昭和 51 年４月から同年９月まで 20 万円 16 万円 

昭和 53年 10 月から昭和 54 年１月まで 24 万円 22 万円 

 

 

３【厚生年金特例法による訂正】 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

昭和 55 年４月から同年６月まで 19 万円 15 万円 

 



         

                                 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000222 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000117 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社(現在は、Ｂ社）における平成 16 年８月 16 日の標準賞与額を３万円に訂正す

ることが必要である。 

平成 16 年８月 16 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額とし

て記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 16 年８月 16 日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 16年８月 16日 

Ｂ社に勤務した期間のうち請求期間に係る賞与の記録がない。当該期間に事業所から賞与

が支給され、厚生年金保険料が控除されていたので、年金給付に反映される標準賞与額の記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者から提出された預金通帳、Ｂ社の元同僚から提出された請求期間に係る賞与支払明細

書及び同社の回答から判断すると、請求者は、同社から賞与の支払を受け、３万円の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、請求者の当該期間に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事

務所（当時）に対し提出しておらず、厚生年金保険料についても納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所は、請求者の当該期間に係る厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。  

 

 

 



          

                                 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000223 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000118 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における標準賞与額を平成 15 年７月 31 日は５万 1,000 円、

平成 16 年８月 16 日は３万円に訂正することが必要である。 

 平成 15 年７月 31 日及び平成 16 年８月 16 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基

礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 15 年７月 31 日及び平成 16 年８月 16 日の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 15 年７月 31日 

② 平成 16 年８月 16日 

Ａ社に勤務した期間のうち請求期間①及び②に係る賞与の記録がない。当該各期間に事業

所から賞与が支給され、厚生年金保険料が控除されていたので、年金給付に反映される標準

賞与額の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者から提出された預金通帳、Ｂ社の元同僚から提出された請求期間①及び②に係る賞与

支払明細書及び同社の回答から判断すると、請求者は、同社から請求期間①及び②に賞与の支

払を受け、請求期間①は５万 1,000 円、請求期間②は３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が請求者の請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、請求者の当該各期間に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を

社会保険事務所（当時）に対し提出しておらず、厚生年金保険料についても納付していないこ

とを認めていることから、社会保険事務所は、請求者の当該各期間に係る厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該各期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000218 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000119 号 

 

第１ 結論 

 請求者のＡ社における標準賞与額を平成 28 年６月 10 日は 150 万円及び平成 29 年６月 10

日は 100 万円に訂正することが必要である。 

平成 28 年６月 10 日及び平成 29 年６月 10 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算

の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 28 年６月 10 日及び平成 29 年６月 10 日の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成 28 年６月 10 日 

            ② 平成 29 年６月 10日 

厚生年金保険の記録によると、Ａ社から請求期間①及び②に支払われた賞与（役員業績報

酬）について、年金給付に反映しない標準賞与額として記録されているが、当該各賞与から

厚生年金保険料を控除されていたので、年金給付に反映される記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

 Ａ社から提出された請求者の請求期間①及び②に係る所得税源泉徴収簿兼賃金台帳、業績

報酬及び金融機関が発行した総合振込・給与振込集中処理明細表により、請求者は当該各期

間に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料（標準賞与額の上限額は 150 万円）を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は当該各期間に係る厚生年金保険料を徴収する権利が時効消滅した後に、

請求者の厚生年金保険被保険者賞与支払届を年金事務所に提出し、厚生年金保険料を納付し

ていないことを認めていることから、年金事務所は請求者の当該各期間に係る厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000219 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000120 号 

 

第１ 結論 

 請求者のＡ社における標準賞与額を平成 24 年５月 25 日は 150 万円、平成 25 年６月 10 日

は 84 万円、平成 26 年６月 10 日は 84 万円、平成 28 年６月 10 日は 150 万円及び平成 29 年

６月 10 日は 80万円に訂正することが必要である。 

平成 24 年５月 25 日、平成 25 年６月 10日、平成 26 年６月 10日、平成 28 年６月 10日及

び平成 29年６月 10 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額

として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 24 年５月 25 日、平成 25 年６月 10日、平成 26 年６月 10 日、

平成 28年６月 10日及び平成 29年６月 10日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成 24 年５月 25 日 

            ② 平成 25 年６月 10日 

            ③ 平成 26 年６月 10日 

            ④ 平成 28 年６月 10日 

            ⑤ 平成 29 年６月 10日 

厚生年金保険の記録によると、Ａ社から請求期間①から⑤までの各期間に支払われた賞与

（役員業績報酬）について、年金給付に反映しない標準賞与額として記録されているが、当

該各賞与から厚生年金保険料を控除されていたので、年金給付に反映される記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 判断の理由 

 Ａ社から提出された請求者の請求期間①から⑤までの各期間に係る所得税源泉徴収簿兼

賃金台帳、業績報酬並びに金融機関が発行した総合振込・給与振込集中処理明細表及び振込

受付明細表により、請求者は当該各期間に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料（標

準賞与額の上限額は 150 万円）を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が請求期間①から⑤までの各期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は当該各期間に係る厚生年金保険料を徴収する権利が時効

消滅した後に、請求者の厚生年金保険被保険者賞与支払届を年金事務所に提出し、厚生年金

保険料を納付していないことを認めていることから、年金事務所は請求者の当該各期間に係

る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 2000220 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 2000121 号 

 

第１ 結論 

 請求者のＡ社における平成 29 年６月 10 日の標準賞与額を 50 万円に訂正することが必要

である。 

平成 29 年６月 10 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額

として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 29 年６月 10 日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 29 年６月 10 日 

厚生年金保険の記録によると、Ａ社から請求期間に支払われた賞与（役員業績報酬）につ

いて、年金給付に反映しない標準賞与額として記録されているが、当該賞与から厚生年金保

険料を控除されていたので、年金給付に反映される記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

 Ａ社から提出された請求者の請求期間に係る所得税源泉徴収簿兼賃金台帳、業績報酬及び

金融機関が発行した総合振込・給与振込集中処理明細表により、請求者は当該期間に同社か

ら賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、事業主が請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主は当該期間に係る厚生年金保険料を徴収する権利が時効消滅した後に、請求者の

厚生年金保険被保険者賞与支払届を年金事務所に提出し、厚生年金保険料を納付していない

ことを認めていることから、年金事務所は請求者の当該期間に係る厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 


